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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記の（i）～（ｖ）の要件を満たす共重合体（Ａ）と、
溶媒と、を含む、組成物。
（i）４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンに由来する構
成単位を８０～９９モル％含み、プロピレンに由来する構成単位を１～２０モル％含む共
重合体である
（ii）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］が０．５～５．０（ｄｌ／ｇ）であ
る
（iii）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲にある
（iv）密度が８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）である
（v）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定する重量平均分子量（
Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が１．０～３．５
である
【請求項２】
共重合体（Ａ）を、組成物１００重量％に対して０．１～２５重量％含む、請求項１に記
載の組成物。
【請求項３】
前記溶媒が２５℃における比誘電率が５以下の溶媒である、請求項１又は２に記載の組成
物。
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【請求項４】
前記溶媒が、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、シクロヘキサン、メチルシク
ロヘキサン、エチルシクロヘキサン、トルエン及びキシレンからなる群より選択される少
なくとも１種の溶媒である請求項１～３のいずれか一項に記載の組成物。
【請求項５】
請求項１～４のいずれか一項に記載の組成物を含む、コーティング剤。
【請求項６】
下記の（i）～（ｖ）の要件を満たす共重合体（Ａ）と、
溶媒と、を含む、フィルムであって、前記フィルム１００重量％に対して前記溶媒を０．
００１～０．５重量％含むフィルム。
（i）４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンに由来する構
成単位を８０～９９モル％含み、プロピレンに由来する構成単位を１～２０モル％含む共
重合体である
（ii）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］が０．５～５．０（ｄｌ／ｇ）であ
る
（iii）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲にある
（iv）密度が８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）である
（v）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定する重量平均分子量（
Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０～３．５
である
【請求項７】
請求項１～４のいずれか一項に記載の組成物または請求項５に記載のコーティング剤を塗
布する第一の工程と、前記組成物中の溶媒を除去する第二の工程と、を含む、フィルムの
製造方法。
【請求項８】
請求項６に記載のフィルムを備えた、キャパシタ。 
【請求項９】
請求項６に記載のフィルムを最表面の少なくとも一部に備えた離型フィルム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐熱性と電気絶縁性が高いフィルムを製造することができる組成物、前記組
成物を用いて製造され得るフィルム、前記フィルムの製造方法などに関する。
【背景技術】
【０００２】
　表示デバイス、半導体デバイス、光学部材、プリント回路基板などには、保護用、絶縁
用、平坦化用、耐熱用、耐光用、耐候用などの各種コーティング剤が用いられる。これら
のコーティング剤を用いて作成されたフィルムは、上記デバイス等の製造においてハンダ
リフローや微細加工など２００℃を超えるプロセスを経ることが多いため、高い耐熱性が
要求される。さらには用途に応じて透明性、電気絶縁性などの特性が要求される。特にキ
ャパシタの電極表面にコーティング剤を用いて形成されたフィルムには、耐熱性とともに
、蓄積された電気の漏洩や電圧降下を防ぐため高い電気絶縁性が要求される。
【０００３】
　またプリント配線基板、フレキシブルプリント配線基板、多層プリント配線基板等の回
路基板のプレス工程では、当て板に回路基板が付着するのを防止するために離型フィルム
が用いられている。例えばフレキシブルプリント配線基板の場合、所定の回路部を有する
基材（ポリイミドフィルムなど）の回路部を保護するために、回路部を接着剤付き樹脂フ
ィルムで被覆して、さらに離型フィルムを積層してプレスすることが行なわれている（例
えば、特許文献１）。
【０００４】
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　このような背景から離型フィルムなどに用いることができる高い耐熱性と電気絶縁性を
有するフィルムを形成しうるコーティング剤が求められている。このような要望に対して
、アクリル樹脂、ポリカーボネート樹脂、フッ素樹脂、ポリアセタール樹脂、ポリエステ
ル樹脂、シリコーン樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリイミド樹脂、ポリアリレート
樹脂、環状オレフィン系樹脂などを含むコーティング剤が提案されているが、耐熱性と電
気絶縁性をバランスよく有するフィルムを形成することはできていなかった。
【０００５】
　近年では２００℃以上のガラス転移温度を有する耐熱性に優れるコーティング用透明樹
脂として、シリル基を含む環状オレフィン系付加重合体が提案されている（例えば、特許
文献２および３）。しかしながら、環状オレフィン系付加重合体は耐熱性が高いものの剛
直で柔軟性に乏しく、フィルムにした場合割れやクラックを生じやすい。このため離型フ
ィルムなどとして使用中に、フィルムが破損し電気絶縁性が低下する恐れがある。またシ
リル基を多量に導入し、架橋する際に収縮によるソリが懸念され、吸水性、誘電率が高い
などの問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－３３９４９１号公報
【特許文献２】米国特許第５９１２３１３号公報
【特許文献３】特開２００４－５８３３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、コーティングなどにより高い耐熱性と良好な電気絶縁性を示すフィルムを形
成し得る組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、特定の物性を有する４－メチ
ル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンに由来する構成単位を含む共
重合体Ａと、溶媒と、を含む組成物によって上記課題を解決できることを見出し、本発明
を完成するに至った。
【０００９】
すなわち、本願の第一の発明は以下の組成物に関する。
［１］下記の（i）～（ｖ）の要件を満たす共重合体（Ａ）と溶媒と、を含む、組成物。
（i）４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンに由来する構
成単位を８０～９９モル％含み、プロピレンに由来する構成単位を１～２０モル％含む共
重合体である
（ii）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］が０．５～５．０（ｄｌ／ｇ）であ
る
（iii）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲にある
（iv）密度が８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）である
（v）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定する重量平均分子量（
Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０～３．５
である
［２］共重合体（Ａ）を、組成物１００重量％に対し０．１～２５重量％含む、［１］
に記載の組成物。
［３］前記溶媒が２５℃における比誘電率が５以下の溶媒である、［１］又は［２］に記
載の組成物。
［４］前記溶媒が、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、シクロヘキサン、メチ
ルシクロヘキサン、エチルシクロヘキサン、トルエン及びキシレンからなる群より選択さ
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れる少なくとも１種の溶媒である［１］～［３］のいずれか一項に記載の組成物。
［５］［１］～［４］のいずれか一項に記載の組成物を含む、コーティング剤。
本願の第二の発明は以下のフィルムに関する。
［６］下記の（i）～（ｖ）の要件を満たす共重合体（Ａ）と、溶媒と、を含む、フィル
ムであって、前記フィルム１００重量％に対して前記溶媒を０．００１～０．５重量％含
むフィルム。
（i）４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンに由来する構
成単位を８０～９９モル％含み、プロピレンに由来する構成単位を１～２０モル％含
む共重合体である
（ii）１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］が０．５～５．０（ｄｌ／ｇ）であ
る
（iii）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲にある
（iv）密度が８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）である
（v）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定する重量平均分子量（
Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０～３．５
である
［７］［１］～［４］のいずれか一項に記載の組成物またはコーティング剤を塗布する第
一の工程と、前記組成物中の溶媒を除去する第二の工程と、を含む、フィルムの製造方法
。
［８］［６］に記載のフィルムを備えた、キャパシタ。
［９］［６］に記載のフィルムを最表面の少なくとも一部に備えた離型フィルム。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の組成物を特にコーティング剤として用いることで、高い耐熱性と良好な電気絶
縁性を有するフィルムを容易に製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
１．組成物
　本発明の組成物は、共重合体（Ａ）と、溶媒と、を含む組成物である。以下で、本願発
明の組成物について詳細に説明する。
【００１２】
　なお、本願発明において、「～」を使用して数値範囲を規定するが、本願発明の「～」
は境界値を含む。例えば、「１～１００」とは１０以上１００以下を意味する。また、本
願では共重合のことを重合と記載する場合があり、共重合体のことを重合体と記載する場
合がある。
【００１３】
（１）共重合体（Ａ）
　本発明の共重合体（Ａ）は、（i）４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチ
ル－１－ペンテンに由来する構成単位を８０～９９モル％含み、エチレン及び炭素原子数
３～４のαーオレフィンからなる群から選ばれる少なくとも１種類のオレフィンに由来す
る構成単位を１～２０モル％含む共重合体であり、（ii）１３５℃デカリン中で測定した
極限粘度［η］が０．５～５．０（ｄｌ／ｇ）であり、（iii）ＤＳＣで測定した融点（
Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲にあり、（iv）密度が８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）
であり、（v）ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定する重量平均
分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は１．０
～３．５であるとの（i）～（v）の要件を同時に満たす。以下で各要件について説明する
。
【００１４】
（１－１）要件（i）
　本願発明の共重合体（Ａ）は、４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－
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１－ペンテンに由来する構成単位を８０～９９モル％含み、エチレン及び炭素原子数３～
４のαーオレフィンからなる群から選ばれる少なくとも１種類のオレフィンに由来する構
成単位を１～２０モル％含む共重合体である。
【００１５】
　ここで、４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンから導か
れる構成単位の上限は好ましくは９９モル％、より好ましくは９８モル％であり、下限は
好ましくは８０モル％、より好ましくは８５モル％、さらに好ましくは８７モル％である
。なお４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンから導かれる
構成単位のモル％とは、４－メチル－１－ペンテンのみに由来する構成単位のモル％と３
－メチル－１－ペンテンのみに由来する構成単位のモル％を合計したものである。
【００１６】
　共重合体（Ａ）中には、４－メチル－１－ペンテンに由来する構成単位か３－メチル－
１－ペンテンに由来する構成単位のいずれか一方が含まれていてもよく、両方が含まれて
いてもよい。４－メチル－１－ペンテンに由来する構成単位と３－メチル－１－ペンテン
に由来する構成単位の比率などは特に限定されないが、好ましくは４－メチル－１－ペン
テンに由来する構成単位が、３－メチル－１－ペンテンと４－メチル－１－ペンテンに由
来する構成単位の合計１００モル％に対して８０～１００モル％の比率であることが好ま
しい。
【００１７】
　エチレン及び炭素原子数３～４のαーオレフィンからなる群から選ばれる少なくとも１
種類のオレフィンから導かれる構成単位の上限は好ましくは２０モル％、より好ましくは
１５モル％、さらに好ましくは１３モル％であり、下限は好ましくは１モル％、より好ま
しくは２モル％である。
【００１８】
　ここで、４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンから導か
れる構成単位が１００モル％（エチレン及び炭素原子数３～４のαーオレフィンからなる
群から選ばれる少なくとも１種類のオレフィンから導かれる構成単位が０モル％）とは、
共重合体（Ａ）が、４－メチル－１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテン
のみの重合体であることを示すものである。
【００１９】
　各構成単位が上記範囲にあると、共重合体（Ａ）を含む組成物から作成したフィルムの
耐熱性と電気絶縁性が良好になる。さらに後述する溶媒との親和性が向上し、本発明の組
成物の安定性が向上する傾向にある。これは嵩高い構成単位である４－メチル－１－ペン
テンおよび／または３－メチル－ペンテンが、結晶化しやすいプロピレン、ヘキサデセン
、オクタデセン、ヘキセンのようなオレフィンに対して一定含まれることで共重合体（Ａ
）が結晶化しにくくなり、溶媒に展開し均一に分散しやすくなるためと考えられる。なお
本願発明でいう組成物の安定性とは、共重合体（Ａ）が後述する溶媒に均一に溶解し、前
記共重合体（Ａ）の著しい沈殿が見られないことを意味する。
【００２０】
　炭素原子数３～４のα－オレフィンとしては、プロピレン、１－ブテンなどが好適な例
として挙げられる。これらのうち、共重合性および得られる共重合体の物性の観点からは
、プロピレンが好ましい。これらのエチレン及び炭素原子数３～４のα－オレフィンは、
単独で、あるいは２種以上組み合わせて用いることができる。
【００２１】
　なお、共重合体（Ａ）は、本発明の目的を損なわない範囲で、その他の重合性化合物由
来の構造単位を含んでいてもよい。このような他の重合性化合物としては、例えばスチレ
ン、ビニルシクロペンテン、ビニルシクロヘキサン、ビニルノルボルナン等の環状構造を
有するビニル化合物；酢酸ビニル等のビニルエステル類；無水マレイン酸等の不飽和有機
酸またはその誘導体；ブタジエン、イソプレン、ペンタジエン、２，３－ジメチルブタジ
エン等の共役ジエン類；１，４－ヘキサジエン、１，６－オクタジエン、２－メチル－１
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，５－ヘキサジエン、６－メチル－１，５－ヘプタジエン、７－メチル－１，６－オクタ
ジエン、ジシクロペンタジエン、シクロヘキサジエン、ジシクロオクタジエン、メチレン
ノルボルネン、５－ビニルノルボルネン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、５－メチ
レン－２－ノルボルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボルネン、６－クロロメチル
－５－イソプロペンル－２－ノルボルネン、２，３－ジイソプロピリデン－５－ノルボル
ネン、２－エチリデン－３－イソプロピリデン－５－ノルボルネン、２－プロペニル－２
，２－ノルボルナジエン等の非共役ポリエン類などが挙げられる。
【００２２】
　本発明における共重合体（Ａ）は、このような他の重合性化合物から導かれる単位を、
共重合体（Ａ）に含まれる全ての重合性化合物に由来する構造単位の合計１００モル％に
対して、１０モル％以下、好ましくは５モル％以下、より好ましくは３モル％以下の量で
含有していてもよい。
【００２３】
　共重合体（Ａ）中の４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、エチレン
やα－オレフィンなどの含量は、以下の装置および条件により１３Ｃ－ＮＭＲにより測定
により行うことができる。具体的には、日本電子（株）製ＥＣＰ５００型核磁気共鳴装置
を用い、溶媒としてオルトジクロロベンゼン／重ベンゼン（８０／２０容量％）混合溶媒
，試料（共重合体（Ａ））濃度５５ｍｇ／０．６ｍＬ、測定温度１２０℃、観測核は１３

Ｃ（１２５ＭＨｚ）、シーケンスはシングルパルスプロトンデカップリング、パルス幅は
４．７μ秒（４５°パルス）、繰り返し時間は５．５秒、積算回数は１万回以上、２７．
５０ｐｐｍをケミカルシフトの基準値として測定することができる。
【００２４】
（１－２）要件（ii）
　本願発明の共重合体（Ａ）の１３５℃デカリン中で測定した極限粘度［η］は０．５～
５．０（ｄｌ／ｇ）である。ここで本発明の組成物の安定性と言う観点からは、極限粘度
［η］の上限値は、４．０以下が好ましく、２．５以下がさらに好ましい。また、本発明
の組成物を用いて作成したフィルムの形状安定性という観点からは極限粘度［η］の下限
値が０．６以上であるのがより好ましい。上記極限粘度［η］の値は、共重合体（Ａ）を
製造する際の、重合工程における水素の添加量により調整することが可能である。
【００２５】
　また極限粘度［η］はデカリン溶媒を用いて、１３５℃で測定した値である。具体的に
は、共重合体（Ａ）約２０ｍｇをデカリン１５ｍｌに溶解し、１３５℃のオイルバス中で
比粘度ηｓｐを測定することができる。このデカリン溶液にデカリン溶媒を５ｍｌ追加し
て希釈後、同様にして比粘度ηｓｐを測定し、濃度（Ｃ）を０に外挿することで、ηｓｐ
／Ｃの値を極限粘度として求めることができる。
【００２６】
（１－３）要件（iii）
　本願発明の共重合体（Ａ）ＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１６０℃～２４０℃の範囲
にあり、好ましくは１７０～２２０℃の範囲にある。前記、融点（Ｔｍ）の値は、重合体
の立体規則性ならびにエチレン及び炭素原子数３～４のα－オレフィン構造単位の含有率
に依存する傾向がある。このため後述するオレフィン重合用触媒を用い、さらにはエチレ
ンや炭素原子数３～４のα－オレフィン構造単位の含有率を制御することにより、融点（
Ｔｍ）を調整することができる。
【００２７】
　また融点（Ｔｍ）は、以下のような方法で測定することができる。セイコーインスツル
メンツ社製ＤＳＣ測定装置（ＤＳＣ２２０Ｃ）を用い、測定用アルミパンに約５ｍｇの試
料（共重合体（Ａ））をつめて、１０℃／ｍｉｎで２９０℃まで昇温し、２９０℃で５分
間保持した後、１０℃／ｍｉｎで－５０℃まで降温させる。この時の結晶化溶融ピークの
ピーク頂点から融点（Ｔｍ）を算出することができる。なお後述する結晶化温度（Ｔｃ）
は、Ｔｍと同様の方法で測定した結晶化ピークのピーク頂点の温度から求めることができ
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る。
【００２８】
　融点（Ｔｍ）の値が上記範囲にある共重合体（Ａ）は、耐熱性の観点から好ましいため
、これを含む組成物から得られるフィルムも耐熱性に優れ、かつフィルムの性状も均一な
ものが得られる傾向にある。
【００２９】
（１－４）要件（iv）
　本願発明の共重合体（Ａ）の密度は８２０～８５０（ｋｇ／ｍ３）である。好ましくは
８２５～８５０ｋｇ／ｍ３であり、より好ましくは８２５～８４５ｋｇ／ｍ３、さらに好
ましくは８２５～８４０ｋｇ／ｍ３である。共重合体（Ａ）の密度の値は、４－メチル－
１－ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンと共に重合する他のオレフィンの
種類や含有率を選択することにより、調整することが可能である。また密度は、ＪＩＳ　
Ｋ６２６８に準拠して測定することができる。密度の値が上記範囲にある共重合体（Ａ）
は、耐熱性の観点から好ましいため、これを含む組成物から得られるフィルムも耐熱性が
高いものが得られる傾向にある。
【００３０】
（１－５）要件（v）
　本願発明の共重合体（Ａ）のゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測
定する重量平均分子量（Ｍｗ）と数平均分子量（Ｍｎ）との比である分子量分布（Ｍｗ／
Ｍｎ）は１．０～３．５であり、好ましくは１．３～３．０、さらに好ましくは１．５～
２．５である。
【００３１】
　前記分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）の値は、後述するオレフィン重合用触媒、特にメタロセ
ン触媒の種類によって調整することが可能である。また分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、Ｗ
ａｔｅｒｓ社製ゲル浸透クロマトグラフＡｌｌｉａｎｃｅ　ＧＰＣ－２０００型を用いて
測定することができる。例えば、分離カラムは、ＴＳＫｇｅｌ　ＧＮＨ６－ＨＴを２本お
よびＴＳＫｇｅｌ　ＧＮＨ６－ＨＴＬの２本を用いることができる（カラムサイズはいず
れも直径７．５ｍｍ、長さ３００ｍｍ）。カラム温度を１４０℃とし、移動相にはｏ－ジ
クロロベンゼン（和光純薬工業株式会社製）および酸化防止剤としてＢＨＴ（武田薬品工
業株式会社製）０．０２５重量％を用い、１．０ｍｌ／分で移動させる。次に、共重合体
（Ａ）の濃度を１５ｍｇ／１０ｍＬに調整し、試料注入量は５００マイクロリットルにし
て検出器（示差屈折計）で測定することができる。標準ポリスチレンは、分子量がＭｗ＜
１０００またはＭｗ＞４×１０６の範囲ついては東ソー株式会社製を用い、１０００≦Ｍ
ｗ≦４×１０６の範囲ついてはプレッシャーケミカル社製を用いて測定することができる
。
【００３２】
　分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）の値が前記範囲にある共重合体（Ａ）は、透明性、機械特性
の観点から好ましいため、これを含む組成物から得られるフィルムも透明性に優れたもの
が得られる傾向にある。また共重合体（Ａ）の分子量分布が前記範囲内にあると、後述す
る溶媒との親和性が高まり、本発明の組成物の安定性が向上する。さらには本発明の組成
物を用いて製造したフィルムの表面平滑性や均一性が向上し、タック性が低下する傾向が
ある。
【００３３】
（１－６）結晶化温度（Ｔｃ）
　本発明における、共重合体（Ａ）のＤＳＣで測定した結晶化温度（Ｔｃ）は１１０～２
２０℃であることが好ましく、さらに好ましくは１２０～２１０℃である。
【００３４】
　上記、結晶化温度（Ｔｃ）の値は、重合体の立体規則性ならびにエチレンや炭素原子数
３～４のα－オレフィン構造単位の含有率に依存する傾向があり、後述するオレフィン重
合用触媒を用い、さらにはエチレンや炭素原子数３～４のα－オレフィン構造単位の含有
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率を制御することにより調整することができる。　結晶化温度（Ｔｃ）の値が上記範囲に
ある共重合体（Ａ）は、成形性の観点から好ましいため、これを含む組成物から得られる
フィルムも成形性に優れたものが得られる傾向にある。
【００３５】
（１－７）共重合体（Ａ）の製造方法
　本発明における共重合体（Ａ）は、オレフィン重合用触媒の存在下、４－メチル－１－
ペンテンおよび／または３－メチル－１－ペンテンと上述した特定のオレフィン、さらに
必要に応じて前記その他の重合性化合物と重合することにより得ることができる。
【００３６】
　前述のオレフィン重合用触媒のうち、共重合体（Ａ）を製造するに当たり、好ましい触
媒の態様として、メタロセン触媒を挙げることができる。好ましいメタロセン触媒として
は、国際公開第０１／５３３６９号パンフレット、国際公開第０１／２７１２４号パンフ
レット、特開平３－１９３７９６号公報、特開平０２－４１３０３号公報中あるいは国際
公開第０６／０２５５４０号パンフレット中に記載のメタロセン触媒が挙げられる。
【００３７】
　本願発明の組成物の共重合体（Ａ）含有量は、前記組成物１００重量％に対して、０．
１～３０重量％が好ましく、０．１～２０重量％がさらに好ましく、０．１～１５重量％
が特に好ましい。溶媒の含有量が前記範囲にあると、本願発明の組成物をコーティング剤
などとして用いた際の組成物のハンドリング性と組成物からフィルムを製造する際の溶媒
の除去のしやすさのバランスが良好となり、コーティング剤から製造されるフィルムの膜
厚を調整しやすくなる。 
【００３８】
（２）溶媒
　本願発明の組成物は、溶媒を含む。また特に２５℃における比誘電率が５以下の溶媒を
含むのが好ましい。本願発明の溶媒とは、共重合体（Ａ）が一部でも可溶な液状の物質な
らばよく、特に限定されない。また２５℃における比誘電率が５以下の溶媒とは、具体的
には、ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン、ｎ－オクタン、シクロヘキサン、メチルシクロヘキ
サン、エチルシクロヘキサン等の脂肪族炭化水素；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水
素等が挙げられる。本発明の組成物に比誘電率を５以下の溶媒を添加することで、前記共
重合体（Ａ）が均一に展開し、本発明の組成物を用いてフィルムを作成すると、フィルム
の表面平滑性や均一性が向上する傾向がある。
【００３９】
　また本願発明の組成物が含む溶媒の沸点は、１０～１５０℃であることが好ましく、２
０～１２０℃がより好ましい。この範囲に沸点があると、組成物のハンドリング性と組成
物を用いてフィルムを製造した場合の製造効率のバランスが良好となる。
【００４０】
　なお本発明の組成物が含む溶媒は、２５℃における比誘電率が５以下の溶媒に限られな
い。例えば極性の高い基材へ本発明の組成物を塗工しやすくするために２５℃における比
誘電率が５以下の溶媒と比誘電率が５超の極性の高い溶媒との混合溶媒を用いて使うこと
もできる。極性の高い溶媒として、例えばエチルメチルケトン、ジエチルエーテル、ジク
ロロメタン、クロロベンゼン、1，２-ジクロロエチレン、１，１－ジクロロエチレン、テ
トラクロロエチレン、ジクロロベンゼン等が挙げられる。前記の極性の高い溶媒の添加量
は、本願発明の組成物中の全溶媒の重量を１００重量％としたときに、４０重量％以下が
好ましく、３０重量％以下がさらに好ましい。
【００４１】
　本願発明の組成物は、組成物の全重量を１００重量％としたときに、共重合体（Ａ）を
０．１～２５重量％含むのが好ましい。前記範囲だと本願発明の組成物を用いてフィルム
を製造する際に、十分な厚さのフィルムを得ることができ、かつ前記組成物の安定性（溶
媒溶解性）が向上する傾向にある。
【００４２】
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　本願発明の組成物の溶媒含有量は、前記組成物１００重量％に対して、７０～９９．９
重量％が好ましく、８０～９９．９重量％がさらに好ましく、８５～９９．９重量％が特
に好ましい。溶媒の含有量が前記範囲にあると、本願発明の組成物をコーティング剤など
として用いた際の組成物のハンドリング性と組成物からフィルムを製造する際の溶媒の除
去のしやすさのバランスが良好となる。 
【００４３】
（３）その他の成分
　本発明の組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、さらに必要に応じて、耐熱安
定剤、耐候安定剤、帯電防止剤、スリップ剤、レベリング剤、強化剤、アンチブロッキン
グ剤、防曇剤、滑剤、染料、顔料、天然油、合成油、ワックス、充填剤などを配合するこ
とができる。また本願発明の組成物を用いて作成したフィルムと、後述する基材フィルム
や前記組成物を塗布する回路基板などとの間の密着力、接着力を高める必要がある場合は
、本願発明の組成物に、ａ）熱可塑性の接着性樹脂、ｂ）粘着成分を有する樹脂、ｃ）共
重合体（A）を極性化合物でグラフト変性した成分（以下では、グラフト変性共重合体（
Ａ）ともいう）を配合することもできる。
【００４４】
ａ）熱可塑性の接着性樹脂
　ａ）熱可塑性の接着性樹脂としては、公知の熱可塑性接着剤を挙げることができるが、
主鎖に官能基が導入されたポリオレフィン、アイオノマー樹脂、エチレン又はエチレンを
含むモノマーとグリシジルメタクリレートとの共重合体から選ばれるものを用いるのが好
ましい。主鎖に官能基が導入されたポリオレフィンは、主鎖にグラフト反応によりカルボ
キシル基が導入されたポリオレフィンが好ましく、例えば、市販の熱可塑性樹脂「アドマ
ー」（登録商標）（三井化学（株）製又は三井化学東セロ（株）製）、ポリオレフィン系
接着性樹脂（商品名モディック；三菱化学（株）製）を用いることができる。前記接着性
樹脂の添加量は、組成物中の共重合体（Ａ）１００重量％に対して０～２０重量％が好ま
しく、０．１～１５重量％がさらに好ましい。
【００４５】
ｂ）粘着成分を有する樹脂
　ｂ）粘着成分を有する樹脂は、粘着性がある樹脂であるならば、特に制限はないが、例
えばＤＳＣで測定した融点（Ｔｍ）が１１０℃未満の熱可塑性樹脂、および従来公知であ
る熱可塑性エラストマーを挙げることができる。具体的にはポリオレフィン系熱可塑性樹
脂あるいはポリオレフィン系熱可塑性エラストマーが好ましく、ポリオレフィン系熱可塑
性樹脂あるいはポリオレフィン系熱可塑性エラストマーの例として、具体的には、エチレ
ン系重合体、プロピレン系共重合体、ブテン系共重合体が挙げられる。より具体的には、
エチレンと炭素数３～２０のα－オレフィンとの共重合体、エチレンと炭素数３～２０の
α－オレフィンと環状オレフィンとの共重合体、スチレン、酢酸ビニル、（メタ）アクリ
ル酸、（メタ）アクリル酸エステル等の各種ビニル化合物をコモノマーとするエチレン系
共重合体、プロピレンと炭素数４～２０のα－オレフィンとの共重合体、プロピレンと炭
素数４～２０のα－オレフィンと環状オレフィンとの共重合体、スチレン、酢酸ビニル、
（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸エステル等の各種ビニル化合物をコモノマーと
するエチレン系共重合体等が挙げられる。
【００４６】
　また、熱可塑性エラストマーとしてはポリスチレン系エラストマーを挙げることもでき
る。ポリスチレン系エラストマーとしては、硬質部（結晶部）となるポリスチレンブロッ
クと、軟質部となるジエン系モノマーブロックとのブロック共重合体（ＳＢＳ）、水添ス
チレン・ブタジエン・スチレンブロック（ＨＳＢＲ）、スチレン・エチレン・プロピレン
・スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）、スチレン・イソブチレン・スチレン共重合体
（ＳＩＢＳ）、スチレン・イソブチレン共重合体（ＳＩＢ）などを例示することができる
。ポリスチレン系エラストマーは、単独または２種類以上を組み合せて用いられる。
【００４７】
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　スチレン・エチレン・プロピレン・スチレンブロック共重合体は、スチレン・イソプレ
ン・スチレンブロック共重合体（ＳＩＳ）を水素添加してなるものである。ＳＩＳの具体
例としては、ＪＳＲ株式会社から商品名：ＪＳＲ ＳＩＳ（登録商標）として、株式会社
クラレから商品名：ハイブラー(登録商標)、またはシェル株式会社から商品名：クレイト
ンＤ（登録商標）として市販されているものなどが挙げられる。
【００４８】
　また、ＳＥＰＳの具体例としては、株式会社クラレから商品名：セプトン（登録商標）
として市販されているものなどが挙げられる。また、ＳＩＢＳの具体例としては、株式会
社カネカから商品名：シブスター（登録商標）として市販されているものなどが挙げられ
る。
【００４９】
　さらには、熱可塑性樹脂または熱可塑性エラストマーの例として、オレフィン系ブロッ
ク共重合体からなるエラストマーも使用することができる。ポリオレフィン系ブロック共
重合体からなるエラストマーとして、例えば硬質部となるポリプロピレン等の結晶性の高
いポリマーを形成するポリオレフィンブロックと、軟質部となる非晶性を示すモノマー共
重合体とのブロック共重合体が挙げられ、具体的には、オレフィン（結晶性）・エチレン
・ブチレン・オレフィンブロック共重合体、ポリプロピレン・ポリオレフィン（非晶性）
・ポリプロピレンブロック共重合体等を例示することができる。具体例としては、ＪＳＲ
株式会社から商品名ＤＹＮＡＲＯＮとして市販されているものが挙げられる。
前記、ｂ）粘着成分を有する樹脂の添加量は、組成物中の共重合体（Ａ）１００重量％に
対して０～５０重量％が好ましく、０．１～２０重量％がさらに好ましい。
【００５０】
ｃ）グラフト変性共重合体（Ａ）
　共重合体（Ａ）を極性樹脂と混合する場合や、本願発明のフィルムと本願フィルムが接
する基材フィルムなどとの間の接着力を高める必要がある場合には、共重合体（Ａ）の少
なくとも一部が極性化合物によりグラフト変性されているグラフト変性共重合体（Ａ）を
、本願発明の組成物に添加するのが好ましい。
【００５１】
　グラフト変性に用いる極性化合物としては、水酸基含有エチレン性不飽和化合物、アミ
ノ基含有エチレン性不飽和化合物、エポキシ基含有エチレン性不飽和化合物、芳香族ビニ
ル化合物、不飽和カルボン酸またはその誘導体、ビニルエステル化合物、塩化ビニル、ビ
ニル基含有有機ケイ素化合物、カルボジイミド化合物などが挙げられる。これらのうち、
不飽和カルボン酸またはその誘導体およびビニル基含有有機ケイ素化合物が特に好ましい
。
【００５２】
　不飽和カルボン酸またはその誘導体としては、カルボン酸基を１以上有する不飽和化合
物、カルボン酸基を有する化合物とアルキルアルコールとのエステル、無水カルボン酸基
を１以上有する不飽和化合物等を挙げることができ、不飽和基としては、ビニル基、ビニ
レン基、不飽和環状炭化水素基などを挙げることができる。これらの化合物は従来公知の
ものが使用でき、特に制限はないが具体的な化合物としては、例えばアクリル酸、マレイ
ン酸、フマル酸、テトラヒドロフタル酸、イタコン酸、シトラコン酸、クロトン酸、イソ
クロトン酸、ナジック酸〔登録商標〕（エンドシス－ビシクロ［２．２．１］ヘプト－５
－エン－２，３－ジカルボン酸）等の不飽和カルボン酸；またはその誘導体、例えば酸ハ
ライド、アミド、イミド、無水物、エステル等が挙げられる。かかる誘導体の具体例とし
ては、例えば塩化マレニル、マレイミド、無水マレイン酸、無水シトラコン酸、マレイン
酸モノメチル、マレイン酸ジメチル、グリシジルマレエート等が挙げられる。これらの不
飽和カルボン酸および／またはその誘導体は、１種単独で使用することもできるし、２種
以上を組み合せて使用することもできる。これらの中では、不飽和ジカルボン酸またはそ
の酸無水物が好適であり、特にマレイン酸、ナジック酸〔登録商標〕またはこれらの酸無
水物が好ましく用いられる。



(11) JP 5840064 B2 2016.1.6

10

20

30

40

50

【００５３】
　ビニル基含有有機ケイ素化合物としては、従来公知のものが使用でき、特に制限はない
が具体的には、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリス（
β－メトキシーエトキシシラン）、γ－グリシドキシプロピルートリピルトリーメトキシ
シラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメト
キシシラン、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、３－
グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルエトキシシ
ラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン、３－メタクロキシプロピルメチルジメメトキシ
シラン、３－メタクロキシプロピルメチルジエトキシシラン、３－メタクロキシプロピル
トリエトキシシラン、３－アクロキシプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエ
チル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－
アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルト
リエトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－トリエトキシシリル－
Ｎ－（１，３－ジメチル－ブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロ
ピルトリメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、３－イソシアネー
トプロピルトリエトキシシランなどが使用できる。好ましくは、γ－グリシドキシプロピ
ルトリピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－メタクリ
ロキシプロピルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシ
ラン、３－アクロキシプロピルトリメトキシシラン、さらに好ましくは、立体障害が小さ
くグラフト変性効率の高いビニルトリエトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、３－
アクロキシプロピルトリメトキシシランが挙げられる。
【００５４】
　本願発明でグラフト変性共重合体（Ａ）は、共重合体（Ａ）１００重量部に対して、前
記極性化合物を通常１～１００重量部、好ましくは５～８０重量部の量でグラフト反応さ
せることにより得ることができる。このグラフト反応は、通常ラジカル開始剤の存在下に
行なわれる。
【００５５】
　グラフト重合に用いられるラジカル開始剤としては、有機過酸化物あるいはアゾ化合物
などが挙げられる。ラジカル開始剤は、共重合体（Ａ）、および極性化合物にそのまま混
合して使用することもできるが、少量の有機溶媒に溶解してから使用することもできる。
この有機溶媒としては、ラジカル開始剤を溶解し得る有機溶媒であれば特に限定すること
なく用いることができる。
【００５６】
　また共重合体（Ａ）に極性化合物をグラフト反応させる際には、還元性物質を用いても
よい。還元性物質を用いると、極性化合物のグラフト量を向上させることができる場合が
ある。
【００５７】
　共重合体（Ａ）の極性化合物によるグラフト変性反応は、従来公知の方法で行うことが
できる。例えば共重合体（Ａ）を有機溶媒に溶解し、次いで極性化合物およびラジカル開
始剤などを溶液に加え、７０～２００℃、好ましくは８０～１９０℃の温度で、０．５～
１５時間、好ましくは１～１０時間反応させる方法を挙げることができる。
【００５８】
　また、押出機などを用いて、無溶媒で、共重合体（Ａ）と極性化合物とを反応させるこ
ともできる。この反応は、通常共重合体（Ａ）の融点（Ｔｍ）以上、具体的には１６０～
２９０℃の温度で、通常０．５～１０分間行なわれることが望ましい。
【００５９】
　このようにして得られるグラフト変性共重合体（Ａ）の変性量（極性化合物のグラフト
量）は、通常、グラフト変性反応を行った共重合体（Ａ）１００重量％に対して０．１～
５０重量％、好ましくは０．２～３０重量％、さらに好ましくは０．２～１０重量％であ
る。
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【００６０】
　酸化防止剤としては、公知の酸化防止剤が使用可能である。具体的には、ヒンダードフ
ェノール化合物、イオウ系酸化防止剤、ラクトーン系酸化防止剤、有機ホスファイト化合
物、有機ホスフォナイト化合物、あるいはこれらを数種類組み合わせたものが使用できる
。
【００６１】
　滑剤としては、例えばラウリル酸、パルミチン酸、オレイン酸、ステアリン酸などの飽
和または不飽和脂肪酸のナトリウム、カルシウム、マグネシウム塩などがあげられ、これ
らは単独でまたは２種以上を混合して用いることができる。またかかる滑剤の配合量は本
発明の組成物１００重量部に対して通常０．１～３重量部、好ましくは０．１～２重量部
程度であることが望ましい。
【００６２】
　スリップ剤としては、ラウリル酸、パルミチン酸、オレイン酸、ステアリン酸、エルカ
酸、ヘベニン酸などの飽和または不飽和脂肪酸のアミド、あるいはこれらの飽和または不
飽和脂肪酸のビスアマイドを用いることが好ましい。これらのうちでは、エルカ酸アミド
およびエチレンビスステアロアマイドが特に好ましい。これらの脂肪酸アミドは本発明の
組成物中の共重合体（Ａ）１００重量部に対して０．０１～５重量部の範囲で配合するこ
とが好ましい。
【００６３】
　アンチブロッキング剤としては、微粉末シリカ、微粉末酸化アルミニウム、微粉末クレ
ー、粉末状、もしくは液状のシリコン樹脂、テトラフロロエチレン樹脂、微粉末架橋樹脂
、例えば架橋されたアクリル、メタクリル樹脂粉末等をあげることができる。これらのう
ちでは、微粉末シリカおよび架橋されたアクリル、メタクリル樹脂粉末が好ましい。
【００６４】
　また後述するように本願発明の組成物をコーティング剤として用いる場合には、本願発
明の組成物にレベリング剤を添加するのも好ましい態様である。本願発明の組成物で作成
したフィルムの表面粗さを小さくするためのレベリング剤としてはフッ素系ノニオン界面
活性剤、特殊アクリル樹脂系レベリング剤、シリコーン系レベリング剤など用いることが
でき、溶媒と相溶性が良いものが好ましく、添加量は組成物中の共重合体（Ａ）に対して
１～５０，０００ｐｐｍの範囲で用いられる。
【００６５】
　強化剤としては、ケイ素、チタン、アルミニウム、ジルコニウムなどの金属の酸化物、
多官能アルコキシ化合物あるいはそのオリゴマー、粘土鉱物を組成物中の共重合体（Ａ）
１００重量部に対して、５～５０重量部を配合することもでき、本願発明の組成物をコー
ティング剤として用いて作成したフィルム（この場合はコート層ともいう）の硬度や弾性
率を高めることができる。添加量が５重量部未満では効果が低すぎ、５０重量部を超える
とコート層の透明性や機械強度が損なわれることがある。
【００６６】
（４）組成物の製造方法
　本願発明の組成物の製造方法は特に限定されず、通常用いられる方法で製造することが
できる。例えば、前記溶媒に、前記共重合体（Ａ）を添加し、前記溶媒の沸点以下の温度
で、所定の時間攪拌することで製造することができる。
【００６７】
（５）組成物の用途
　本願発明の組成物は、前記組成物を用いて耐熱性・電気絶縁性が高いフィルムを製造す
ることができるため、コーティング剤、特に液晶表示素子やエレクトロルミネッセンス表
示素子などの各種表示デバイス；半導体デバイス；導光板、偏光フィルム、光拡散フィル
ム、位相差フィルム、反射防止フィルムなどの光学部材；プリント回路基板などに対する
、表面保護用、絶縁用、平坦化用、耐熱用、耐光用、耐候用などの各種コーティング剤と
して好適に用いることができる。
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【００６８】
　特に、本願発明の組成物は複雑な形状を有する基板への保護層を形成することができる
ため、プリント配線基板やキャパシタの電極表面の保護層形成用のコーティング剤として
好適に用いることできる。また本願発明の組成物を、他のフィルムの上に塗布し、溶媒を
除去することで、前記他のフィルムを離型フィルムにすることもできる。
【００６９】
２．フィルム
（１）フィルム
　本発明のフィルムは、前記の共重合体（Ａ）と、溶媒と、を含む、フィルムである。以
下で、本願発明のフィルムについて詳細に説明する。なお、本願でいう「フィルム」とは
、便宜上の名称であって、平面状の成形物の総称であり、これにはフィルムの他、シート
、膜、テープ、基板上に形成される層などを含む概念である。また「フィルム」とは、平
面が連続している成形物に限定されない。
【００７０】
　本願発明のフィルムは、前記フィルム全体を１００重量％とした場合に、溶媒の含有量
が０．００１～０．５重量％であるのが通常である。この範囲にあると、フィルムとして
の形状を保持しやすく、またフィルムの柔軟性が高くなる。このため、例えば回路基板の
離型フィルムとして用いた場合に、プレス加工等でフィルムが破損し、電気絶縁性が低下
することを防ぐことができる。また本願発明のフィルムの絶縁破壊電圧（ＢＤＶ）をフィ
ルムの厚さで除した規格化絶縁破壊電圧（ｋＶ／μｍ）は、０．０５以上であることが好
ましい。
【００７１】
　また、共重合体（Ａ）を押出法などで成形する場合は、共重合体（Ａ）をその融点（Ｔ

ｍ）以上の温度に加熱し溶融する必要があるが、本願発明の組成物を用いてコーティング
でフィルムを製造する場合は融点（Ｔｍ）より低い温度でフィルムを製造できるため、共
重合体の熱劣化などによる分解物が少なくなり、離型性が高くなる場合がある。分解物と
しては、例えば共重合体（Ａ）が高温で分解したことにより得られる共重合体（Ａ）を構
成するモノマー成分の２量体～５量体などの低分子量成分や、上記のその他の成分として
例示した、耐熱安定剤、耐候安定剤、帯電防止剤、スリップ剤、レベリング剤、強化剤、
アンチブロッキング剤、防曇剤、滑剤、染料、顔料、天然油、合成油、ワックス、充填剤
などの酸化物、および酸化分解した成分の一部、などが挙げられる。
【００７２】
（２）フィルムの製造方法
　本願発明のフィルムは、本願発明の組成物を用いて製造することができる。具体的には
、本願発明の組成物を、所定の基板上に塗布し、前記組成物の沸点に近い温度に加熱する
ことで組成物中の溶媒をある程度、除去し、フィルムを製造することができる。本願発明
のフィルムを基板から分離して自立したフィルムとして用いる場合は、本願発明の組成物
を塗布する基板は離型性が高い材質で構成されているのが好ましい。
【００７３】
　また本願発明のフィルムを、積層フィルム中の特定の層として用いたい場合は、積層し
たいフィルムに本願発明の組成物をコーティング剤として塗布し、前記組成物中の溶媒を
ある程度、除去することで、本願発明のフィルムを層として含む積層フィルムを得ること
もできる。本願発明の組成物を塗布する方法は、特に限定されないが、はけやブラシを用
いた塗布、スプレーによる吹き付け、スクリーン印刷法、フローコーティング、スピンコ
ート、ディッピングによる方法や、バーコーター、Ｔダイ、バー付きＴダイ、ドクターナ
イフ、ロールコート、ダイコートなどを用いてロールや平板に塗布する方法など挙げられ
る。
【００７４】
　なお本願でいう溶媒の除去とは、本願発明の組成物中から溶媒を完全に取り去ることの
みを意味するものではなく、本願発明の組成物をフィルム状に成形しえる程度に溶媒を取
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り去ることをいう。具体的には、本願発明の組成物を用いて作成したフィルムの重量１０
０％に対して、溶媒が０．００１～０．５重量％程度になるまで、溶媒を取り去ることを
いう。
【００７５】
　溶媒を除去する方法は特に限定されず、放置することで乾燥してもよいが、一般的には
３０～２２０℃で加熱し乾燥することで除去される。また共重合体（Ａ）の熱劣化や熱分
解を防ぐために共重合体（Ａ）の融点（Ｔｍ）以下の温度で溶媒を除去するのが好ましい
。一方、乾燥温度が低すぎると乾燥時間が長くなるため生産性が悪化し、高すぎると発泡
や劣化などの問題が生じる。発泡を防ぎながら短時間で乾燥させるために、２段階以上も
しくは連続的に温度を上昇させながら乾燥してもよい。また、乾燥工程の後に水、メタノ
ール、エタノール、アセトン、塩化メチレンなど共重合体（Ａ）が溶解しにくい溶媒に浸
漬する工程、あるいはその溶媒の蒸気雰囲気下に曝す工程を経ることによってコート層に
残留する溶媒を低減することもできる。乾燥後のコート層中に残留する溶媒は、０．５重
量％以下、好ましくは０．０５重量％以下さらに好ましくは０．０１重量％以下である。
【００７６】
　また各種表示デバイス、半導体デバイス、光学部材、プリント回路基板、キャパシタな
どの保護層として本願発明のフィルムを用いる場合には、前記デバイスや回路の所定の位
置に、本願発明の組成物を塗布し、前記デバイスなどが劣化しない温度で加熱し組成物中
の溶媒をある程度、除去することで、フィルム（この場合はコート層ともいう）を形成す
ることもできる。
【００７７】
（３）フィルムの用途
　本願発明のフィルムは、前述のように耐熱性・電気絶縁性に優れるため、各種表示デバ
イス、半導体デバイス、光学部材、プリント回路基板、キャパシタなどの保護層として特
に好適に用いることができる。また本願発明のフィルムは離型フィルムまたは離型フィル
ムの離型層として好適に用いられる。以下で離型フィルムの離型層に本願発明のフィルム
を用いた例について説明する。
【００７８】
　本願発明のフィルムを後述する基材フィルムと積層させることで離型フィルムを作成す
ることができる。基材フィルムは、材質は特に限定されず、また単層体であっても複層体
であってもよく、厚さも特に限定されないが、フィルム成形が容易な熱可塑性樹脂を含む
のが好ましい。熱可塑性樹脂としては、例えばポリエチレンテレフタレート、ポリエチレ
ンナフタレートなどのポリエステル樹脂、高密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、低
密度ポリエチレン、エチレン－α-オレフィン共重合体などの線状低密度ポリエチレン、
ポリプロピレン、４―メチル－１－ペンテン系ポリマー、ポリブテンなどのポリオレフィ
ン樹脂などが挙げられる。また基材フィルムの成形方法は、押出、一軸あるいは二軸延伸
など一般的な方法でよく、特に限定されない。
【００７９】
　またこれらの基材フィルムに、耐熱安定剤、耐候安定剤、紫外線吸収剤、滑剤、スリッ
プ剤、核剤、ブロッキング防止剤、帯電防止剤、防曇剤、顔料、染料、無機または有機の
充填剤等の通常、ポリオレフィンに用いる各種添加剤を本発明の目的を損なわない範囲で
添加しておいてもよい。これらの基材フィルムの厚さは通常１０～１００μｍであるが、
特に限定されない。
【００８０】
　前記基材フィルムの表面に、本願発明の組成物を塗布し、前記組成物の溶媒を除去する
ことで本願発明のフィルムを前記基材フィルムの表面に積層させることで離型フィルムを
作成することができる。なお、前記離型フィルムの最表面の少なくとも一部に、本願発明
のフィルムが配置されていればよいので、基材フィルムの表面全体に本願発明の組成物を
塗布しなくてもよい。
【００８１】
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　また基材フィルムと本願発明のフィルムとの間の密着力、接着力を高める必要がある場
合は、本願発明のフィルムに、前述のａ）熱可塑性の接着性樹脂、ｂ）粘着成分を有する
樹脂、ｃ）グラフト変性共重合体（Ａ）を適宜選択して添加するのが好ましい。これらの
成分ａ～ｃは一種類だけ本願発明のフィルムに添加してもよいし、それぞれを組み合わせ
て添加してもよい。これらの成分を本願発明のフィルムに添加する方法は限定されないが
、具体的には、本願発明の組成物に前記ａ～ｃ成分を添加・混合した組成物を用いて前記
方法でフィルムを形成する方法で添加することもできる。
【実施例】
【００８２】
　以下、実施例に基づいて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はこれら実施例に
限定されるものではない。なお、実施例において各物性の測定及び評価は以下の条件で行
なった。
【００８３】
［極限粘度［η］］
　デカリン溶媒を用いて、１３５℃で測定した。すなわち重合パウダー、ペレットまたは
樹脂塊約２０ｍｇをデカリン１５ｍｌに溶解し、１３５℃のオイルバス中で比粘度ηｓｐ
を測定した。このデカリン溶液にデカリン溶媒を５ｍｌ追加して希釈後、同様にして比粘
度ηｓｐを測定した。この希釈操作をさらに２回繰り返し、濃度（Ｃ）を０に外挿した時
のηｓｐ／Ｃの値を極限粘度として求めた。計算式を以下に示す。
「式１」
［η］＝ｌｉｍ（ηｓｐ／Ｃ）　（Ｃ→０）
【００８４】
［ＭＦＲ］
　共重合体（Ａ）のＭＦＲは、ＪＩＳ　Ｋ７２１０に準拠して、２６０℃で５ｋｇの荷重
、または２３０℃、２．１６ｋｇの荷重にて測定した。共重合体６および７は、２６０℃
、５ｋｇ荷重の条件で測定した。
【００８５】
［数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）］
　数平均分子量（Ｍｎ）、重量平均分子量（Ｍｗ）、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は、Ｗａ
ｔｅｒｓ社製ゲル浸透クロマトグラフＡｌｌｉａｎｃｅ　ＧＰＣ－２０００型を用い、以
下のようにして測定した。分離カラムは、ＴＳＫｇｅｌ　ＧＮＨ６－ＨＴを２本およびＴ
ＳＫｇｅｌ　ＧＮＨ６－ＨＴＬの２本を用いた。これらのカラムのサイズはいずれも直径
７．５ｍｍ、長さ３００ｍｍである。カラム温度を１４０℃とし、移動相にはｏ－ジクロ
ロベンゼン（和光純薬工業株式会社）および酸化防止剤としてＢＨＴ（武田薬品工業株式
会社）０．０２５重量％を用い、１．０ｍｌ／分で移動させた。試料（被測定体：共重合
体（Ａ））の濃度を１５ｍｇ／１０ｍＬに調整し、５００マイクロリットル注入し、示差
屈折計を用いて検出した。標準ポリスチレンは、分子量がＭｗ＜１０００やＭｗ＞４×１
０６の試料ついては東ソー株式会社製のものを用い、１０００≦Ｍｗ≦４×１０６につい
てはプレッシャーケミカル社製のものを用いた。
【００８６】
［共重合（Ａ）中のオレフィン等の含量］
　共重合体中の４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテンおよびα－オレフ
ィン含量は、以下の装置および条件により１３Ｃ－ＮＭＲにより測定した。日本電子（株
）製ＥＣＰ５００型核磁気共鳴装置を用い、溶媒としてオルトジクロロベンゼン／重ベン
ゼン（８０／２０容量％）混合溶媒，試料濃度５５ｍｇ／０．６ｍＬ、測定温度１２０℃
、観測核は１３Ｃ（１２５ＭＨｚ）、シーケンスはシングルパルスプロトンデカップリン
グ、パルス幅は４．７μ秒（４５°パルス）、繰り返し時間は５．５秒、積算回数は１万
回以上、２７．５０ｐｐｍをケミカルシフトの基準値として測定した。得られた１３Ｃ－
ＮＭＲスペクトルにより、４－メチル－１－ペンテン、３－メチル－１－ペンテン、α－
オレフィンの組成を定量化した。
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【００８７】
［融点（Ｔｍ）、結晶化温度（Ｔｃ））］
　セイコーインスツルメンツ社製ＤＳＣ測定装置（ＤＳＣ２２０Ｃ）を用い、測定用アル
ミパンに約５ｍｇの試料をつめて、１００℃／ｍｉｎで２９０℃まで昇温し、２９０℃で
５分間保持した後、１０℃／ｍｉｎで－１００℃まで降温させた時の結晶化ピークのピー
ク頂点から結晶化温度（Ｔｃ）、結晶溶融ピークのピーク頂点から融点（Ｔｍ）を算出し
た。融点（Ｔｍ）が高いほど、耐熱性が高いことを意味する。
【００８８】
［密度］
　密度測定は、上記の方法で得られた１ｍｍ厚プレスシートを３０ｍｍ角に切り取り、Ｊ
ＩＳ　Ｋ６２６８に準拠して、電子比重計を用いて水中置換方法で測定した。
【００８９】
［溶解状態（組成物安定性）］
　後述する本願発明の組成物の合成において、共重合体（Ａ）と溶媒とを４０℃、１時間
、２００ｒｐｍで攪拌し組成物を合成した後に、前記組成物が可視光線下、目視で透明な
場合は○、白濁して見えたが流動性が見られた場合は△、白濁しかつ流動性が見られなか
った場合は、×として評価した。
【００９０】
［フィルム塗工性］
　本願発明の組成物を２５℃でガラス基板上に塗布してアプリケーターで均一に伸ばした
後、２５℃で３０分、さらに８０℃で１時間乾燥し、フィルムを得た場合、前記フィルム
の表面の凹凸が０．０２ｍｍ以下の場合を○、０．０２ｍｍ超の凹凸があった場合を×、
フィルムを指で押した場合、指に前記フィルムの成分が目視できる程度に付着した場合を
タック性ありとして△として評価した。ここで凹凸には溶け残りによるブツもカウントし
た。
【００９１】
［絶縁破壊電圧（ＢＤＶ）］
　絶縁破壊電圧（Ｖ／μｍ）測定は、ＡＳＴＭ－Ｄ１４９に準じ、ヤマヨ試験器有限会社
製絶縁破壊試験機を用いた。上記の方法で得られたフィルムを昇圧速度５００Ｖ／ｓｅｃ
にて電圧を印加して破壊耐電圧を測定し、耐圧特性を求めた。また絶縁破壊電圧を求めた
フィルムの部位の厚さを測定し、前記厚さで絶縁破壊電圧（ＢＤＶ）を除したものを規格
化絶縁破壊電圧ｋＶ（／μｍ）とした。この規格化絶縁破壊電圧が大きいほど、電気絶縁
性が高いことを表す。
【００９２】
[水の接触角測定]
　水の接触角測定は、ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ５００画像処理式、固液界面解析システムを
用いて、得られたフィルムに水滴を落としたときの接触角値を測定した。接触角値が大き
いほど、極性が高い材料に対する離型性が高いことを意味する。
【００９３】
[臨界界面張力]
　臨界界面張力測定は、ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ５００画像処理式、固液界面解析システム
を用いて、試験液にぬれ張力試薬用混合液(和光純薬工業株式会社製)を用いて、２３℃、
湿度５０％の環境下で、実施例で得られたフィルムの接触角を測定し、それを元に臨界界
面張力を算出した。臨界界面張力が小さいほど、極性が高い材料に対する離型性が高いこ
とを意味する。
【００９４】
［溶媒含有量　分解物含有量］
　フィルム中に含まれる溶媒や共重合体（Ａ）の分解物などは、特開２０１１－８８３５
２号公報、特開２００７－２２４３１１号公報等の試験方法を参考にして実施した。具体
的には、厚み５０μｍのフィルムを、２０×２ｍｍの短冊状にカットし、そのうち１０ｍ
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ｇ分を精秤後、ヘリウム気流下にて１８０℃で３０分加熱した。前記加熱時に発生するガ
ス成分を動的ヘッドスペース法で捕集し、熱脱着ＧＣ／ＭＳスペクトル分析装置（アジレ
ントテクノロジー社製ＨＰ６８９０／ＨＰ５９７５）にて測定した。次に、得られたＭＳ
スペクトルを、デカンを標準試料とした換算定量値に換算し、溶媒に由来するピークを溶
媒量、前記溶媒に由来しないピークを分解物量とした。
【００９５】
　以下の合成例で実施例や比較例で用いた共重合体の合成方法について説明する。なお合
成例１～４は本願発明でいう共重合体（Ａ）である。
【００９６】
（合成例１）共重合体（Ａ）－１の調製
　充分窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃で
４－メチル－１－ペンテンを７５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ装入
し攪拌機を回した。
【００９７】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１８ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、予め調製しておいたメチルアルミノキサンを
Ａｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペン
タジエニル）（２，７－ジ－ｔ－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０．
００５ｍｍｏｌを含むトルエン溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重合
を開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃になるように温度調整した。重合
開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オート
クレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。
【００９８】
　得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１３０℃、減圧下で１２時間乾燥した。得ら
れたポリマーは４５．９ｇで、ポリマー中の４－メチル－１－ペンテン含量は９１．３ｍ
ｏｌ％、プロピレン含量は８．７ｍｏｌ％であった。ポリマーの融点（Ｔｍ）は１７２℃
であり、極限粘度［η］は１．６２ｄｌ／ｇであった。
【００９９】
（合成例２）共重合体（Ａ）－２の調製
　充分窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃で
４－メチル－１－ペンテンを７５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ装入
し攪拌機を回した。
【０１００】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１５ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、予め調製しておいた、メチルアルミノキサン
をＡｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペ
ンタジエニル）（２，７－ジ－ｔ－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０
．００５ｍｍｏｌを含むトルエン溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重
合を開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃になるように温度調整した。重
合開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オー
トクレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。
【０１０１】
　得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１３０℃、減圧下で１２時間乾燥した。得ら
れたポリマーは３９．２ｇで、ポリマー中の４－メチル－１－ペンテン含量は９２ｍｏｌ
％、プロピレン含量は８ｍｏｌ％であった。ポリマーの融点（Ｔｍ）は１７７℃であり、
極限粘度［η］は１．７ｄｌ／ｇであった。各種物性について測定した結果を表１に示す
。
【０１０２】
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（合成例３）共重合体（Ａ）－３の調製
　充分窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃で
４－メチル－１－ペンテンを７５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ装入
し攪拌機を回した。
【０１０３】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１５ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧し、さらに分子量調整として水素ガスを１００ｍｌ追加した
。続いて、予め調製しておいた、メチルアルミノキサンをＡｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェ
ニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペンタジエニル）（２，７－ジ－ｔ
－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０．００３ｍｍｏｌを含むトルエン
溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重合を開始した。重合反応中、オー
トクレーブ内温が６０℃になるように温度調整した。重合開始５分後、オートクレーブに
メタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オートクレーブを大気圧まで脱圧した。
反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１
３０℃、減圧下で１２時間乾燥した。得られたポリマーは１９．９ｇで、ポリマー中の４
－メチル－１－ペンテン含量は９２.４ｍｏｌ％、プロピレン含量は７．６ｍｏｌ％であ
った。ポリマーの融点（Ｔｍ）は１８０℃であり、極限粘度［η］は０．７７ｄｌ／ｇで
あった。各種物性について測定した結果を表１に示す。
【０１０４】
（合成例４）共重合体（Ａ）－４の調製
　充分窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃で
４－メチル－１－ペンテンを７５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリイソブチ
ルアルミニウム（ＴＩＢＡＬ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．７５ｍｌ装入
し攪拌機を回した。
【０１０５】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１２ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、予め調製しておいた、メチルアルミノキサン
をＡｌ換算で１ｍｍｏｌ、ジフェニルメチレン（１－エチル－３－ｔ－ブチル－シクロペ
ンタジエニル）（２，７－ジ－ｔ－ブチル－フルオレニル）ジルコニウムジクロリドを０
．００５ｍｍｏｌを含むトルエン溶液０．３４ｍｌを窒素でオートクレーブに圧入し、重
合を開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃になるように温度調整した。重
合開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で圧入し重合を停止し、オー
トクレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌しながら注いだ。得られた
溶媒を含むパウダー状の重合体を１３０℃、減圧下で１２時間乾燥した。得られたポリマ
ーは３４．７ｇで、ポリマー中の４－メチル－１－ペンテン含量は９４ｍｏｌ％、プロピ
レン含量は６ｍｏｌ％であった。ポリマーの融点（Ｔｍ）は２００℃であり、極限粘度［
η］は１．６ｄｌ／ｇであった。各種物性について測定した結果を表１に示す。
【０１０６】
（合成例５）共重合体５の調製
　充分窒素置換した容量１．５リットルの攪拌翼付ＳＵＳ製オートクレーブに、２３℃で
４－メチル－１－ペンテンを７５０ｍｌ装入した。このオートクレーブに、トリエチルア
ルミニウム（ＴＥＡ）の１．０ｍｍｏｌ／ｍｌトルエン溶液を０．９４ｍｌ装入し、水素
ガス２４０ｍｌを導入して攪拌機を回した。
【０１０７】
　次に、オートクレーブを内温６０℃まで加熱し、全圧が０．１８ＭＰａ（ゲージ圧）と
なるようにプロピレンで加圧した。続いて、特開２００８－１４４１５５号公報を元に調
整した固体状チタン触媒を０．０１３ｍｍｏｌを含むトルエン溶液４．７ｍｌを窒素でオ
ートクレーブに圧入し、重合を開始した。重合反応中、オートクレーブ内温が６０℃にな
るように温度調整した。重合開始６０分後、オートクレーブにメタノール５ｍｌを窒素で
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圧入し重合を停止し、オートクレーブを大気圧まで脱圧した。反応溶液にアセトンを攪拌
しながら注いだ。
【０１０８】
　得られた溶媒を含むパウダー状の重合体を１３０℃、減圧下で１２時間乾燥した。得ら
れたポリマーは６７．１ｇで、ポリマー中の４－メチル－１－ペンテン含量は９０ｍｏｌ
％、プロピレン含量は１０ｍｏｌ％であった。ポリマーの融点（Ｔｍ）は１７４℃であり
、極限粘度［η］は１．４ｄｌ／ｇであった。各種物性について測定した結果を表１に示
す。
【０１０９】
（合成例６）共重合体６の製造
　国際公開２００６／０５４６１３号パンフレットの比較例７や比較例９の方法に準じ、
４－メチル１－ペンテン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、水素の割合を変更する
ことによって、表１に示す物性を有する共重合体６を得た。
【０１１０】
（合成例７）共重合体７の製造
　特開２００８－１４４１５５号公報に記載の方法に準じ、４－メチル１－ペンテン、１
－ヘキセン、水素の割合を変更することによって、表１に示す物性を有する共重合体７を
得た。表１に、共重合体（Ａ）－１～（Ａ）－４、共重合体５～７に関する、物性値を示
す。
【０１１１】
【表１】

【０１１２】
（実施例１）
　共重合体（Ａ）－１　１０ｇに対して、酸化防止剤としてのトリ（２，４－ジ－ｔ－ブ
チルフェニル）フォスフェートを０．１重量％、耐熱安定剤としてのｎ－オクタデシル－
３－（４’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）プロピネートを０．１
重量％添加し、固形分濃度が５重量％になるようにトルエン（和光純薬工業株式会社製）
を添加して、４０℃、１時間、２００ｒｐｍで攪拌して共重合体（Ａ）－１を含む組成物
を製造した。この溶液を２５℃でガラス基板上に塗布してアプリケーターで均一に伸ばし
た後、２５℃で３０分、さらに８０℃で１時間乾燥し、フィルムを得た。
（実施例２）
　共重合体（Ａ）－２を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
（実施例３）
　共重合体（Ａ）－３を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
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（実施例４）
　共重合体（Ａ）－４を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
（比較例１）
　共重合体５を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
（比較例２）
　共重合体６を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
（比較例３）
　共重合体７を用いた以外は実施例１と同様の作業を行い、フィルムを得た。
【０１１３】
（参考例１）
　共重合体（A）－２と、共重合体（Ａ）－２　１００重量部に対して二次抗酸化剤　ト
リ（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）フォスフェートを０．１重量部、耐熱安定剤　ｎ
－オクタデシル－３－（４’－ヒドロキシ－３’，５’－ジ－ｔ－ブチルフェニル）プロ
ピネートを０．１重量部、塩酸吸収剤　ステアリン酸カルシウムを０．１重量部配合し、
樹脂組成物を得た。次に、（株）プラスチック工学研究所社製２軸押出機ＢＴ－３０（ス
クリュー系３０ｍｍφ、Ｌ／Ｄ＝４６）を用い、設定温度２７０℃、樹脂押出量６０ｇ／
ｍｉｎおよび２００ｒｐｍの条件で、前記樹脂組成物を造粒して評価用ペレットを得た。
さらに、前記評価用ペレットを、株式会社田中鉄工所社製単軸シート成形機を用い、ダイ
ス温度２５０℃で溶融キャスト成形して厚み２０μｍのフィルムを得た。
【０１１４】
　表２に実施例１～４、比較例１～３、参考例１の組成物の組成、塗布性、および前記組
成物を用いて作成したフィルムについて、前述の方法で測定した厚さ、絶縁破壊電圧（Ｂ
ＤＶ），フィルムの厚さでＢＤＶを除した規格化絶縁破壊電圧（ＢＤＶ）、水の接触角、
臨界界面張力（ｍＮ／ｍ）を示した。
【０１１５】
　なお、実施例１～４、比較例１～３、参考例１で得られたフィルムに含まれる溶媒の量
は、前記フィルムを１００重量％としたときに、０．００１～０．２重量％であった。ま
た参考例１で得られたフィルムに含まれる溶媒は０．００３重量％以下で、含まれる分解
物の量は０．３重量％であった。
【０１１６】
【表２】

【０１１７】
　表２の結果から明らかなように、共重合体（Ａ）の分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）が３．５
超の比較例１や、共重合体（Ａ）中のα－オレフィンに由来する構成単位の炭素数が４以
上のヘキサデセンやオクタデセンの比較例２は、溶解状態（組成物安定性）が本願の実施
例に比べて劣ることがわかる。また、共重合体（Ａ）中のα－オレフィンに由来する構成
単位の炭素数が６のヘキセンを用いた比較例３は、実施例に比べてフィルム塗工性が劣る
ことがわかる。
【０１１８】
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　これは、嵩高い構成単位であり、ポリマーにした際に耐熱性を有する４－メチル－１－
ペンテンおよび／または３－メチル－ペンテンに、プロピレンのような結晶性を下げやす
いα－オレフィンが一定以上含まれることで、共重合体（Ａ）の結晶性を適度に低下させ
て、溶媒に展開しやくなっていることを示している。また共重合体（Ａ）の分子量分布が
狭いほど、溶媒に溶けにくい高分子量成分の割合が少ないため、溶解状態やフィルム塗工
性が良くなると考えられる。
【０１１９】
　また共重合体（Ａ）を押出法でフィルムにした参考例１と実施例１～４を比較しても規
格化絶縁破壊電圧や水の接触角に大きな違いが見られない。このことから本願発明の組成
物を用いることで、押出法と遜色がないフィルムをより成形性・加工性が高いコーティン
グ法で作成できることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【０１２０】
　本発明の組成物を特にコーティング剤として用いることで、高い耐熱性と良好な電気絶
縁性を有するフィルムを容易に製造することができる。前記フィルムは製造工程などで耐
熱性・電気絶縁性が要求される各種表示デバイス、半導体デバイス、光学部材、プリント
回路基板の保護フィルムとして、特に産業上の利用可能性が高い。
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